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１．平成19年３月期の連結業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
(1)連結経営成績

円 銭 銭 ％ ％ ％

（参考）　持分法投資損益 19年３月期 24 百万円 18年３月期 百万円

(2)連結財政状態

円 銭

（参考）　自己資本 19年３月期 百万円 18年３月期 百万円

(3)連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

円 銭 銭 円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

円 銭％

19年３月期

19年３月期
18年３月期

     -      -

配当金総額
（年間）

当期純利益 1株当たり当期純利益

35.25

50

当期純利益率

4.6

円

35.12 3.8

１株当たり 潜在株式調整後

百万円

10.1
133,644
124,656

％

7.2
18年３月期

19年３月期
18年３月期

36.06

18年３月期

20年３月期
（予想）

百万円 ％

1,200 6.01( 3.9)
百万円

（基準日）

△ 5,994

期末
第１
四半期

中間
期末

第３
四半期

     -

円

％

97,660

6,834
5,915

営業利益

13.00

62,012

百万円

19年３月期
18年３月期

2,4004,700 (24.6)

キャッシュ･フロー

△ 12,601

( 2.4)
1,450 ( 2.8)
5,000 (17.9)

(12.0)400

代 表 者

平成１９年３月期　決算短信

経常利益 当期純利益

（百万円未満切捨て）

（％表示は対前期増減率）

問合せ先責任者

売　上　高

平成19年5月14日
上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

株式会社ミツウロコ
8131

売  上  高

営業利益

3,969 △ 4.0

百万円百万円 ％

3,773 △ 4.9
％

2,343 58.7
％百万円

4,241 △ 2.8

3.2
4.3 2.8

1,476 △ 41.2

経常利益率 営業利益率

4,362 1.8

自 己 資 本

総　資　産 純　資　産

21.54 21.45 2.5

総  資  産

100,629

１株当たり純資産
百万円 百万円 ％

自己資本比率

百万円

△ 1,474
△ 1,792

62,123

－

60,809 62.3
61.6

期 末 残 高
現金及び現金同等物

914.47
931.86

営業活動による 財務活動による
キャッシュ･フロー

投資活動による
キャッシュ･フロー

百万円 百万円 百万円

13,507
21,038

年間
配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）

１株当たり配当金

1.4
13.00     -      -      - 13.00

13.00 13.00 866 36.9

百万円

60.4 1.4864

通 期
59,000

売 上 高

百万円 ％

( 7.2)

145,000 ( 8.5)
中 間 期

－

経常利益 当期純利益

13.00

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

１株当たり
当期純利益

36.1－

19年３月期      -      -      -

－１－
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４．その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の移動） 無

(2)

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有
(注)

(3) 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19年3月期 株 18年3月期 株

②期末自己株式数 19年3月期 株 18年3月期 株
(注)

(参考)個別業績の概要

１.平成19年３月期の個別業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
(1)個別経営成績

％ ％ ％

円 銭 円 銭

(2)個別財政状態

％ 円 銭

（参考）　自己資本 19年３月期 百万円 18年３月期 百万円

２.平成20年３月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

円 銭

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

18年３月期

百万円

130,116
117,123

19年３月期

連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。

68,137,308

売 上 高 経常利益

（％表示は対前期増減率）

当期純利益営業利益

18年３月期

１株当たり

29.83

当期純利益

19年３月期

百万円

11.1
14.6

3,562 △ 6.3
3,801

％

2,3484,096
百万円

19年３月期
18年３月期

純 資 産

90,334
86,974

総 資 産

57,682

自己資本比率
百万円 百万円

△ 3.9
1.3

35.1635.29

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後

通　期

百万円 ％

57,300 ( 7.6)
142,200 ( 9.3)

中間期

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

－

当期純利益
経常利益

％

800 ( 9.4)

58,899

4,600 (29.1)

百万円 ％百万円 ％

1,400 ( 2.1) 1,700 ( 0.7)

883.80

5,000

1,589,535

(22.1)

4,263

百万円

△ 1.5

866.3666.3

１株当たり純資産

百万円

68,137,308
1,698,321

58,899 65.2

29.71

16.6
2,014 △ 28.3

詳細は、14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び17ページ「連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及
び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく
異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事
項等については、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

１株当たり

2,500 ( 6.4)
12.00

売 上 高 営業利益 当期純利益

37.51

－２－
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格や素材価格の高値安定傾向や、追加利上げによる金利負担増の懸

念が残るものの、設備投資の拡大や、雇用・所得環境の好転など企業業績の好調さに支えられ、景気は緩やかながら

成長を続けております。 

 石油業界は、年間を通して多少変動はあったものの依然として、原油価格の高値安定が続き、小売販売価格の上昇

による消費者の節約意識及び記録的な暖冬の影響によりガソリン・灯油等の石油製品の販売数量も減少したため、非

常に厳しい状況となりました。 

 ＬＰガス業界は、ＬＰガスの輸入価格となるＣＰ価格（Contract Price＝通告価格）の高値傾向が続き、暖冬の影

響による販売数量の減少もあり、同業者間の競争に加え、電力をはじめとする他エネルギーとの競争も一段と厳しく

なり業界を取巻く環境は厳しい状況で推移致しました。 

 

 このような状況下のなか、エネルギー事業の拡大を図るため新規顧客の獲得に努める一方、石油製品及びＬＰガス

の適正な販売価格の維持に努め、ＬＰガスの需要拡大につながる多機能給湯器やガラストップコンロの販売、ＬＰガ

スを使用する床暖房システムや食器洗浄乾燥機の販売に力を入れ、各地で多機能給湯器をお客様に体験して頂く催し

などの様々な展示会を積極的に開催し、ガス機器のＰＲとお客様との接点の増加に努めてまいりした。また、飲料水

の販売につきましては、お客様の獲得に努める一方、販売システムの構築にも力を入れてまいりました。 

一方、新エネルギー事業分野へも積極的に取組み、特にＬＰガスを熱源とするコジェネレーションを利用した電気

とお湯の供給システム（電熱併給システム）、ＬＰガスや天然ガスを利用した分散型発電システムにも力を入れ、エ

コ・ステーションでの自動車用ＣＮＧ（圧縮天然ガス）の販売にも力を入れてまいりました。 

 

 当連結会計年度における経営成績は次のとおりであります。 

 当連結会計年度の連結売上高は前年同期比 7.2％増の１，３３６億４４百万円、連結経常利益は前年同期比 2.8％
減の４２億４１百万円、連結当期純利益につきましては、当社所有資産の見直し及び資産効率の向上を目的として東

京都江東区扇橋の土地、建物の売却益を特別利益に計上したこと並びに減損損失の減少により前年同期比58.7％増の
２３億４３百万円となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

エネルギー事業につきましては、原油価格の高騰による販売単価のアップ等により売上高は前年同期比7.7％増の
１，３０１億３９百万円となりましたが、原油価格・ＣＰ価格の高騰に伴うコストアップ分を販売価格に転嫁しきれ

ず、営業利益は前年同期比9.3％減の３０億９３百万円となりました。 
 賃貸事業につきましては、前連結会計年度末に完成した賃貸物件が営業に寄与したものの、売却物件による賃貸収

入の減少等により売上高は前年同期比 1.4％減の１４億７8 百万円となりましたが、営業費用の減少等により、営業
利益は前年同期比4.2％増の９億７６百万円となりました。 
 その他事業につきましては、飲料水の販売をエネルギー事業からその他事業へ変更したものの、娯楽遊技部門が平

成19年1月14日で営業を終了し閉鎖したこともあり売上高は前年同期比12.4％減の２０億２６百万円、営業利益
はコスト削減に努めた結果、前年同期比８２百万円増の５６百万円となりました。 
 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。 
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（次期の見通し） 

 今後の見通しにつきましては、企業収益の改善、設備投資の回復など好転の兆しがある一方、原油価格の高騰の推

移や為替相場の動向によっては、引き続き厳しい経営環境になるものと思われます。 

 このような経営環境のなか、当社グループは経営の基本方針に基づき、家庭用エネルギーの供給を通じてお客様に

満足して頂けるサービスを日々提供するとともに生活サービス業として新たな事業の構築に努めてまいります。また、

経営の合理化、効率化によるコストダウンを実現し業績の向上を図ることにより企業体質を強化し、株主の皆様のご

期待にお応えできますよう努めてまいる所存でございます。 

 平成２０年３月期の連結業績予想は、売上高１，４５０億円、営業利益４７億円、経常利益５０億円、当期純利益

２４億円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

  営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益の増加等により前年同期比９億１８百万円（15.5％）
増の６８億３４百万円となりました。 

  投資活動の結果使用した資金は、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出は減少したものの、

定期預金の預入による支出の増加や有形固定資産の売却による収入の増加により、前年同期比６６億７百

万円（110.2％）増の１２６億１百万円となりました。 
  財務活動の結果使用した資金は、社債の発行等により前年同期比３億１７百万円（21.6％）増の１７億９２百万
円となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年同期比７５億３１百万円（35.8％）減の１３５億７百万円
となりました。 

 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 
自己資本比率（％） 62.4 62.3 61.6 

時価ベースの自己資本比率（％） 50.7 55.4 55.1 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％）  2.8  2.3  1.8 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） 21.0 29.5 35.4 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

     ※上記指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は従来から、長期的な視点に立って事業収益の拡大と財務体質の強化を図りながら、安定配当の継続によ

る株主の皆様への利益還元を充実していくことを重視してまいりました。 

配当につきましては、上記の基本方針に則り配当性向 30％を基準としながら、企業体質の強化並びに将来の
事業展開にそなえ、当社の成長性を高める分野への投資も積極的に行い、中・長期的に安定した配当原資を確保

すべく経営努力をしてまいります。 

当期の期末配当につきましては、１株当たり１３円とさせていただきます。また、次期配当につきましても、

１株当たり１３円を予定しております。 
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（４）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上重要であると考えられる事項については、積極的

な情報開示の観点から記載しております。当社グループはこれらリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避

及び発生した場合の対応に努めてまいります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

①需要動向について 
当社グループの主力商品である石油製品及びＬＰガスは、一般的に気温が低いと需要が伸びることから、天候に

より売上高が変動し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
②原材料の調達について 
当社グループの主力商品である石油製品及びＬＰガスは、中近東からの輸入に依存しており、原油価格及び原料

の輸入価格となるＣＰ価格等の変動や、為替レートの動向により売上原価が変動し、当社グループの経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 
③営業戦略について 
当社グループは、家庭用エネルギーであるＬＰガスや石油製品等と、その周辺機器を販売することを事業の中心

に据えておりますが、同業者間の顧客獲得競争に加え、都市ガスや電力等の競合エネルギーとの競争も激しく、顧

客獲得競争の激化による顧客数の減少並びに販売価格の低下は、当社グループの収益面に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
④災害等について 
当社グループの各事業所には、石油製品及びＬＰガスの貯蔵設備があります。法令上の定期検査、自主保安体制

による設備点検、定期的な改修等を行っておりますが、大規模な地震やその他災害等により漏洩事故等を引き起す

可能性があります。 
⑤投資等について 
 当社グループは経営基盤の強化を図るため、子会社または関連会社の設立、外部との資本提携等を行っていきま

す。投資等については、投資リスク等を十分勘案したうえで決定し、投資価値の回収可能性を定期的にチェックい

たしますが、予測し難い事態が生じ投資先の経営成績及び財務状況が悪化した場合には、当社グループの財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
 また、その他有価証券として所有している時価のある株式については、時価が 30%以上下落した場合減損処理
を行っておりますが、日本経済の動向及び海外情勢等により予測し難い事態が生じ、大幅な株価下落になり減損損

失が発生した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
⑥固定資産について 
 当社グループは、事業用固定資産及びファィナンス・リース資産を数多く所有しておりますが、いずれも事業遂

行には必要不可欠なものであり、過去及び現在においても十分なキャッシュ・フローを生成していると認識してお

ります。今後の地価の動向や当社グループの収益状況の変化によっては、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 
⑦法的規制について 
  当社グループは、ガス関係では高圧ガス保安法、液化石油ガス取締法をはじめとする諸規則、石油関係では消防

法等数々の法律・規則により規制されております。将来において、現在予見しえない法的規制等が設けられる可能

性がありますので、多額の設備投資が必要になる可能性があります。 
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２．企業集団等の状況 
 

当社グループは、当社、子会社 46社及び関連会社 17社で構成され、主な事業内容と
グループ各社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。なお、以下の事業

区分は「事業の種類別セグメント情報」における事業区分と同一であります。 
（１）エネルギー事業 

卸 売 部 門      ：当社グループの主たる事業として㈱ミツウロコが石油製品、ＬＰガ

ス等各種燃料及び住宅関連機器類の卸売等を行っております。 
スタンド部門：ミツウロコ石油㈱及び東北ミツウロコ石油㈱が主として㈱ミツウロ

コから仕入れたガソリン、軽油等を販売しております。 
ガス小売部門：㈱ミツウロコ及びいわきミツウロコガス㈱他 7社の連結子会社がＬ

Ｐガスを一般需要家に販売しております。 
業務請負部門：京葉ミツウロコ㈱他 17 社の連結子会社が㈱ミツウロコのガス小売

部門の業務を請負っております。 
運 送 部 門      ：西東京ミツウロコ㈱他 14 社の連結子会社がＬＰガス等の配送を行

っております。 
その他の部門：㈱アイコン及び㈱ミツウロコエンジニアリングがエネルギー関連の

支援業務を行っております。 
 

（２）賃  貸  事  業 
賃 貸 部 門      ：㈱ミツウロコ及び㈱ハマボールが兼業としてオフィスビル、マンシ

ョン等の賃貸を一般需要家に行っております。 
 

（３）そ の 他 事 業 
その他の部門：㈱ミツウロコファイナンスがリース業、㈱ミツウロコが飲料水の販

売を行っており、飲料水の製造は㈱富士清水が担っております。 
また、㈱ハマボールが営んでいた娯楽遊戯部門は、平成 19 年 1

月 14日を以って営業を終了し閉鎖いたしましたが、都市型アミュー
ズメント施設として再開発する予定となっております。 

 
（注）非連結子会社であった㈱富士清水は、重要性が増加したため当連結会計年度からそ 

の他事業のその他の部門に含めております。 
 



 
 

㈱ミツウロコ（8131）平成 19年 3月期決算短信 

 事業の系統図は次のとおりです。 
 

得               意             先 
電力会社 小売店 

 
風力発電部門  

(3社) 
 
持分法適用会社 
エムアンド 
ディーグリーン 
エネルギー㈱ 
他 2社 
 

卸売部門 

持分法適用会社 
新潟サンリン㈱ 

 
ガス小売部門 
㈱ミツウロコ 
連結子会社（8社） 
いわきミツウロコガス㈱

三協ミツウロコ㈱  
松本ミツウロコ㈱ 
他 5社    
 
非連結子会社 
（5社） 

 
関連会社（3社） 
東松山ガス㈱ 
伊香保ガス㈱ 
他 1社 

 

スタンド部門 

連結子会社 
ミツウロコ石油㈱ 
東北ミツウロコ石油㈱ 

 
連結子会社 
㈱ﾊﾏﾎﾞｰﾙ 

 
運送部門 

連結子会社（15社） 
西東京ミツウロコ㈱ 
他［兼業］14社 
非連結子会社（4社） 
関連会社（7社） 
 

業務請負部門 

連結子会社（18社） 
北海道ミツウロコ㈱ 
 京葉ミツウロコ㈱ 
 栃木ミツウロコ㈱ 
 東海ミツウロコ㈱ 
 関西ミツウロコ㈱ 
 他 13社 
 

 
連結子会社 
㈱ミツウロコ 
 ファイナンス 
 
非連結子会社 
㈱三鱗 

 
連結子会社 
［兼業］ 
㈱ハマボール 

 

エ   ネ   ル   ギ   ー   事   業 
提  出  会  社  （ ㈱  ミ  ツ  ウ  ロ  コ ） 

賃貸事業 その他事業 

一 般 需 要 家 ま た は 消 費 者 

エネルギー事業 
その他の部門 
連結子会社 
㈱アイコン 
㈱ミツウロコエンジニアリング 
非連結子会社（２社） 
関連会社（３社） 

役務提供・設備工事 

リース 
保 険 

電力 

飲料水の製造 

役務提供 

ＬＰガス.灯油 
住宅機器等 

住
宅
機
器
等 

役務提供 

ボ
ー
リ
ン
グ
他 

 

リース

保 険 

ガソリン 
軽油等 

リ
ー
ス
・
保 

険 

住宅機器等 

その他事業 
その他の部門 
連結子会社 
㈱富士清水 

飲
料
水
の
販
売 

(注) 

 
（注）連結子会社の㈱ハマボールが営んでいた娯楽遊技部門は、平成19年1月14日を以って営業を終了し閉鎖いたし

ましたが、都市型アミューズメント施設として再開発する予定となっております。 
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３．経営方針 

  （１）会社の経営の基本方針 

  当社は、「エネルギーの高効率化」を追求し、地域社会の発展に貢献することを経営理念とします。 

「エネルギーの高効率化」とは、 

① 自然環境の維持に貢献する 

地球環境問題は国際的な取組みが加速され、経済社会のシステムさえ大転換が必要となり、企業経営にも「環境

主義経営」が求められる段階に至っており、当社も積極的に自然環境維持に貢献する。 

② 省エネルギー 

わが国のエネルギーは輸入に依存しており、効率的活用は供給事業者の使命である。生活者のレベルを落とさず

安心して利用できるシステムを開発し、安定供給に努める。 

③ 豊かな暮らしの提案者 

安定価格と安定供給の体制を確立し、生活者から信頼されるエネルギーの供給をはかるため、安全機器による保

安の充実を徹底すると共に、生活者にＬＰガスを使用しているという意識をさせないようなシステム開発を積極

的に進め、「ゆとりと豊かな暮らし」を提案する。 

 

   （２）目標とする経営指標 

     当社は経営指標として自己資本利益率を念頭に置き経営を行なっております。具体的には8％台を目標とし、中期的
には10％台を維持できるよう、事業利益率を高めるとともに総資本回転率を高めるべく取組んでまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

  当社グループは、家庭用エネルギーであるＬＰガス、石油製品等の供給を中心に、リフォーム（増改築）を含めた
住宅設備機器の販売、マンション・事務所等の賃貸、バナジウム水の販売等、お客さまの家庭生活に関わる各種事業

に取組んでおります。 

 当社グループの主力のＬＰガス事業につきましては、自由化範囲の拡大のなか、電力・都市ガス等競合エネルギー

との競争や同業者間の顧客獲得競争、価格・サービスの競争が一段と厳しくなっております。 

 このような環境の中、当社グループはお客様に信頼され、選ばれる企業になるために、社員ひとりひとりがエネル

ギー供給会社としての社会的責務の重さを改めて認識し、 

■保安業務の完全遂行 

■法令遵守の風土 

■企業倫理の徹底 

これらのことを肝に銘じて行動するとともに、次の課題に積極的に取組んでまいります。 

① 法令違反や倫理に背く行為は、絶対に許されないという企業風土を再構築する 

② 経営効率を高めるために、グループ総資産の圧縮を進める 

「Ｐ／Ｌ偏重の経営」からＢ／Ｓに注視した「バランスシート経営」への転換をはかる 

③ 地球温暖化への取組み 

エネルギー業界にある者は特にＣＯ2 排出量削減にもっと関心を持つべきであると考え、環境エネルギー事業

に全力で取組み「風力発電」・「高効率機器の販売」・「分散型発電事業」・「ＣＮＧ・ＬＮＧの取扱拡大」等を推

進する 

 

 今後も、既存のエネルギー事業と生活サービス事業を基盤に、お取引ユーザーの拡大を図り、株主の皆様のご期待

に応えるべく、業容拡大に努めてまいります。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等

（１）連結貸借対照表

期 別

科 目 構成比 構成比

（資産の部） ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１． 23,810  26,822  3,011

２． 13,492  13,263 △ 229

３． -  100  100

４． 3,220  2,943 △ 277

５． 583  721  137

６． 624  1,453  829

△ 79 △ 127 △ 48

流動資産合計 41,652 42.6  45,176 44.9  3,524

Ⅱ 固 定 資 産

１．有形固定資産

(1)建物及び構築物 10,024  9,147 △ 877

(2)機械装置及び運搬具 6,198  5,662 △ 535

(3)土地 13,100  12,743 △ 357

(4)建設仮勘定 56  157  101

(5)その他 1,165  1,109 △ 56

有形固定資産合計 30,546 31.3  28,820 28.6 △ 1,726

２．無形固定資産

(1)営業権 2,801  - △ 2,801

(2)連結調整勘定 507  - △ 507

(3)のれん -  2,678  2,678

(4)その他 878  785 △ 92

無形固定資産合計 4,187 4.3  3,463 3.5 △ 723

３．投資その他の資産

(1)投資有価証券 9,379  10,026  646

(2)関係会社株式 1,145  1,150  4

(3)保険積立金 3,691  3,313 △ 378

(4)繰延税金資産 812  609 △ 202

(5)その他 6,369  8,171  1,801

　貸倒引当金 △ 123 △ 102  21

投資その他の資産合計 21,274 21.8  23,169 23.0  1,894

固定資産合計 56,008 57.4  55,452 55.1 △ 555

現金及び預金

受取手形及び売掛金

(単位：百万円)

当連結会計年度

（平成19年3月31日）

前連結会計年度

（平成18年3月31日）

たな卸資産

繰延税金資産

その他

　貸倒引当金

 

比 較 増 減

金 額 金 額

100.0100,62997,660 100.0 2,968資産合計

有価証券
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期 別

科 目 構成比 構成比
（負債の部） ％ ％
Ⅰ 流 動 負 債
１．  9,674  10,561  886
２．一年以内償還予定の社債  3,105  - △ 3,105
３．  5,766  5,670 △ 95
４．一年以内返済予定の長期借入金  957  1,075  118
５．  1,130  1,017 △ 113
６．  131  373  242
７．  1,034  948 △ 86
８．  -  61  61
９．  -  91  91
10．  2,573  3,234  660
流動負債合計  24,374 24.9  23,034 22.9 △ 1,340

Ⅱ 固 定 負 債
１．  350  3,350  3,000
２．  3,077  2,322 △ 755
３．  2,644  3,195  551
４．  1,884  1,731 △ 152
５．  -  833  833
６．  4,428  4,037 △ 390
固定負債合計  12,385 12.7  15,471 15.4  3,085
負債合計  36,760 37.6  38,505 38.3  1,745

（少数株主持分）
 90 0.1  -      - △ 90

（資本の部）   
Ⅰ 資本金  7,077 7.2  -      - △ 7,077
Ⅱ 資本剰余金  5,815 6.0  -      - △ 5,815
Ⅲ 利益剰余金  45,795 46.9  -      - △ 45,795
Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,176 3.3  -      - △ 3,176
Ⅴ 自己株式 △ 1,055  △1.1  -      -  1,055
資本合計  60,809 62.3  -      - △ 60,809
負債、少数株主持分及び資本合計  97,660 100.0 -      - △ 97,660

（純資産の部）
Ⅰ 株主資本
１．資本金  -      -  7,077 7.0  7,077
２．資本剰余金  -      -  5,821 5.8  5,821
３．利益剰余金  -      -  47,233 47.0  47,233
４．自己株式  -      - △ 988  △1.0 △ 988

株主資本合計  -      -  59,144 58.8  59,144
Ⅱ 評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  -      -  2,868 2.8  2,868

評価・換算差額合計  -      -  2,868 2.8  2,868
Ⅲ 少数株主持分  -      -  110 0.1  110

純資産合計  -      -  62,123 61.7  62,123
負債純資産合計  -      -  100,629 100.0  100,629

少数株主持分

繰延税金負債
退職給付引当金

その他
役員退職慰労引当金

社債
長期借入金

その他

未払消費税等
未払法人税等

賞与引当金
役員賞与引当金
関係会社事業損失引当金

比 較 増 減

(単位：百万円)

金 額 金 額

前連結会計年度
（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

当連結会計年度

支払手形及び買掛金

短期借入金
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（２）連結損益計算書

期別

科目 百分比 百分比 伸度率

％ ％ ％

Ⅰ  124,656 100.0  133,644 100.0  8,987 107.2

Ⅱ  97,041 77.8  106,506 79.7  9,465 109.8

売上総利益  27,615 22.2  27,137 20.3 △ 477 98.3

Ⅲ  23,646 19.0  23,364 17.5 △ 281 98.8

営業利益  3,969 3.2  3,773 2.8 △ 196 95.1

Ⅳ  663 0.5  763 0.6  100 115.1

１.受取利息  56  136  80
２.受取配当金  94  111  16
３.仕入割引  68  65 △ 3
４.持分法による投資利益  50  24 △ 26
５.保険金収入 146 120 △ 26
６.その他  245  305  59

 

Ⅴ  269 0.2  295 0.2  25 109.5

１.支払利息  165  157 △ 7
２.売上割引  36  35 △ 1
３.貸倒引当金繰入額 32 - △ 32
４.その他  34  102  68

 

経常利益  4,362 3.5  4,241 3.2 △ 121 97.2

Ⅵ  162 0.1  2,398 1.8  2,235 1472.4

１.固定資産売却益  83  2,332  2,248
２.投資有価証券売却益 54  49 △ 4
３.貸倒引当金戻入額 25 4 △ 20
４.退職給付制度改定益 - 12  12

 

Ⅶ  1,222 1.0  1,525 1.2  302 124.7

１.固定資産売却損 19 61  42
２.固定資産除却損  231  39 △ 192
３.投資有価証券売却損 -  1  1
４.関係会社株式評価損  16  - △ 16
５.減損損失 887 111 △ 776
６.事業再開発費用  -  416  416
７.土壌汚染処理対策費  16  24  7
８.関係会社事業損失引当
金繰入額  

-
 

105
 

105

９.役員退職慰労引当金繰入  -  754  754
10.本社移転関連費用  51  - △ 51
11.その他  -  11  11

 

税金等調整前当期純利益  3,302 2.6  5,114 3.8  1,811 154.8

法人税、住民税及び事業税  1,894 1.5  1,929 1.4  35

法人税等調整額 △ 69  △0.1  827 0.6  897

少数株主利益 1 0.0 13 0.0  12

当期純利益  1,476 1.2 2,343 1.8  866 158.7

比 較 増 減

特別利益

売上原価

販売費及び一般管理費

(自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年3月31日)

営業外費用

 (単位：百万円）

営業外収益

売上高

金 額

当 連 結 会 計 年 度

金 額金 額

前 連 結 会 計 年 度

 至 平成19年3月31日)
(自 平成17年4月 1日 

特別損失
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（３）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

連結剰余金計算書
期別

科目

Ⅰ資本剰余金期首残高 5,766

Ⅱ資本剰余金増加高
自己株式処分差益 48 48

Ⅲ資本剰余金期末残高 5,815

Ⅰ利益剰余金期首残高 45,253

Ⅱ利益剰余金増加高
当期純利益 1,476 1,476

Ⅲ利益剰余金減少高
1.配当金 854
2.役員賞与 53

3. 25
934

Ⅳ利益剰余金期末残高 45,795

連結株主資本等変動計算書
　当連結会計年度(自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日)

資本 利益 株主資本

剰余金 剰余金 合計

剰余金の配当　（注）   △ 864  △ 864 △ 864

役員賞与　　　（注）   △ 53  △ 53 △ 53

当期純利益   2,343  2,343 2,343

  12  12 12

自己株式の取得    △ 4 △ 4 △ 4

自己株式の処分  6  71 77 77

(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

3,176

連結範囲増加に伴う
期首剰余金増加高

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額)

5,815 45,795 △ 1,055 57,633

 

△ 308

2,868

 

1,5111,437 66

△ 308  

平成18年3月31日 残高

連結会計年度中の変動
額

7,077

資本金

62,123

20

2,868 110

1,223

3,176

△ 308

△ 308

（単位：百万円）

△ 287

純資産
合計

90

20

60,900

少数株主
持分

評価・換算差額等

評価・換
算差額等
合計

自己株式

47,233 △ 988

 

59,144

その他有
価証券評
価差額金

株主資本

－

7,077

6

5,821

連結会計年度中の変動
額合計

平成19年3月31日 残高

（単位：百万円）
前連結会計年度

(自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日)

金 額

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

持分法適用会社増加に伴う
利益剰余金減少高

－ 12－
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

期別

科目
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益  3,302  5,114  1,811
減価償却費  4,122  3,855 △ 266
のれん償却額  -  169  169
減損損失  887  111 △ 776
連結調整勘定償却額  169  - △ 169
退職給付引当金の減少額 △ 188 △ 152  36
役員退職慰労引当金の増加額  -  833  833
貸倒引当金の増減額（△減少額） △ 20  26  46
関係会社事業損失引当金の増加額  -  91  91
事業再開発費用  -  416  416
受取利息及び配当金 △ 151 △ 248 △ 97
支払利息  165  157 △ 7
持分法による投資利益 △ 50 △ 24  26
投資有価証券売却損益 △ 54 △ 48  5
関係会社株式評価損  16  - △ 16
固定資産売却益 △ 83 △ 2,332 △ 2,248
固定資産除売却損  471  192 △ 279
売上債権の増減額（△増加額） △ 1,242  242  1,484
たな卸資産の増減額（△増加額） △ 1,054  289  1,344
仕入債務の増減額（△減少額）  1,290  879 △ 410
その他の営業活動キャッシュ・フロー △ 219 △ 711 △ 492

 小   計  7,361  8,862  1,501
利息及び配当金の受取額  166  238  71
利息の支払額 △ 165 △ 155  10
法人税等の支払額 △ 1,447 △ 2,111 △ 664

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,915  6,834  918
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の預入による支出 △ 1,064 △ 12,050 △ 10,986
定期預金の払戻による収入  96  517  420
有形固定資産の取得による支出 △ 3,099 △ 1,662  1,437
有形固定資産の売却による収入  225  2,897  2,671
無形固定資産の取得による支出 △ 1,938 △ 965  973
投資有価証券の取得による支出 △ 545 △ 1,566 △ 1,021
投資有価証券の売却による収入  94  354  259
関係会社株式の取得による支出 △ 94  -  94
短期貸付け増加・減少  0  0 △ 0
長期貸付けによる支出 △ 31 △ 5  25
長期貸付金の回収による収入  233  29 △ 203
その他の投資活動キャッシュ・フロー  128 △ 149 △ 277

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,994 △ 12,601 △ 6,607
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の減少額 △ 413 △ 115  297
長期借入れによる収入  750  651 △ 98
長期借入金の返済による支出 △ 1,484 △ 1,384  99
社債の償還による支出  - △ 3,105 △ 3,105
社債の発行による収入  -  3,000  3,000
自己株式の取得による支出 △ 14 △ 4  10
自己株式の売却による収入  551  77 △ 473
配当金の支払額 △ 854 △ 864 △ 10
その他の財務活動キャッシュ・フロー △ 8 △ 46 △ 38

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,474 △ 1,792 △ 317
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 - -  -
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 1,554 △ 7,560 △ 6,006
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  22,593  21,038 △ 1,554
Ⅶ 連結会社増減による現金及び現金同等物の期首残高  -  29  29
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 21,038 13,507 △ 7,531

(単位:百万円)

金 額

比 較 増 減(自 平成18年4月 1日 

 至 平成19年3月31日)

金 額 金 額

 至 平成18年3月31日)

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年4月 1日 

－13－
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

Ⅰ.連結の範囲に関する事項 

  １．連結子会社     34社  ㈱ハマボール、㈱ミツウロコファイナンス、㈱アイコン 
                            ㈱ミツウロコエンジニアリング 

ミツウロコ石油㈱、東北ミツウロコ石油㈱    

                            京葉ミツウロコ㈱、神奈川ミツウロコ㈱、群馬ミツウロコ㈱ 

                            埼玉ミツウロコ㈱、茨城ミツウロコ㈱、栃木ミツウロコ㈱ 

                            東北ミツウロコ㈱、福島ミツウロコ㈱、岩手ミツウロコ㈱ 

                            秋田ミツウロコ㈱、山形ミツウロコ㈱、東海ミツウロコ㈱ 

                            北海道ミツウロコ㈱、青森ミツウロコ㈱、多摩ミツウロコ㈱ 

                            関西ミツウロコ㈱、㈱ゼネックス、西東京ミツウロコ㈱ 

                            山梨ミツウロコガス㈱、大泉ガス㈱、いわきミツウロコガス㈱ 

                            峡南ガス㈱、陸奥高圧ガス㈱、㈱米沢産業、エネックス㈱ 

                            三協ミツウロコ㈱、松本ミツウロコ㈱、㈱富士清水 

非連結子会社であった㈱富士清水は、重要性が増加したため当連結会計年

度から連結の範囲に含めております。 

 

  ２．非連結子会社   12 社  非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

Ⅱ．持分法の適用に関する事項 

  １．持分法適用会社            4社   新潟サンリン㈱、エムアンドディーグリーンエネルギー㈱ 
                 神栖グリーンエネルギー㈱、㈱的山大島風力発電所 

 

  ２．持分法非適用会社   25社   持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しております。 

 

Ⅲ．連結子会社の決算日等に関する事項 

    連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

Ⅳ．会計処理基準に関する事項 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 

１）有価証券 

満期保有目的の債券 － 償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式  

－ 非連結子会社及び持分法非適用関連会社株式については、移動平均法

による原価法 

          その他有価証券 

            時価のあるもの  － 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

            時価のないもの  － 移動平均法による原価法 
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      ２）デリバティブ 

          時価法 

３）たな卸資産 

         商  品 － 移動平均法による低価法 

         製  品 － 総平均法による低価法 

         原材料 － 先入先出法による低価法 

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 － 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用
しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

無形固定資産 － 定額法 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（3
年以内）に基づく定額法による償却額とのいずれか大きい金額を計上する方法を採用し、自社利

用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用してお
ります。 

 

 ３．重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 － 支出時に全額費用として処理しております。 

 

  ４．重要な引当金の計上基準 

 １）貸 倒 引 当 金        － 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 

                       率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

                       回収不能見込額を計上しております。 

２）賞 与 引 当 金        － 従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に基づく 

                      支払所要額をもって計上しております。 

３) 役員賞与引当金 － 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上

しております。 

          （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成 17年 11月 29日 企業会計基準第 4号）を適用しております。 
これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ

61百万円減少しております。 
なお、セグメント情報に与える影響は、22 ページ「セグメント情報」に記
載しております。 

４）関係会社事業損失引当金 

          － 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資金額を超えて当

社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 

５）退職給付引当金 － 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及 

                      び年金資産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる 

                      額を計上しております。なお、数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 
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６）役員退職慰労引当金 

          － 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあること及び役員の

在任期間を考慮すると将来の役員退職慰労金の負担額の重要性が増すことが

予想されることから、役員の在任期間にわたって合理的に費用配分すること

により期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るため、役員退職慰労引

当金を計上することとしました。 

なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたのは、当連結会計年度末に

役員退職慰労金に関する規程を見直したことによります。 

この変更により、当連結会計年度発生額 79百万円は販売費及び一般管理費
に計上し、過年度対応額 754百万円は特別損失に計上しております。 
この結果、従来の方法に比較して、営業利益及び経常利益はそれぞれ 79百
万円減少し、税金等調整前当期純利益は 833百万円減少しております。 
なお、セグメント情報に与える影響は、22 ページ「セグメント情報」に記
載しております。 

 

５．重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．重要なヘッジ会計の方法 

１）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

          （ヘッジ手段）            （ヘッジ対象） 

           金利スワップ            有価証券の利息 

３）ヘッジ方針 

金利変動の損失可能性を減殺する目的で行っております。 

    ４）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例要件に該当する場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから事前、事後の検証

は行っておりません。 

     

Ⅴ．その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理について 

税抜方式によって処理しております。 

 

Ⅵ．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

Ⅶ. のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんの償却については、５年間の定額法を採用しております。 
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Ⅷ．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満期日の到来する定期性預金及び満期日または償
還日等の定めのない容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 

平成 17年 12月 9日 企業会計基準第 5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17年 12月 9日 企業会計基準適用指針第 8号）並
びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成 18年 8月 11日 企業会計基準第 1号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成 18年 8月 11日 企業会計基準適用指針第
2号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 62,012百万円であります。 
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸

表規則により作成しております。 
 

（企業結合に係る会計基準等） 
当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15年 10月 31日）及び
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17年 12月 27日 企業会計基準第 7
号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 

平成 17年 12月 27日 企業会計基準適用指針第 10号）を適用しております。 
 

表示方法の変更 

 （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、「営業権」及び「連結調整勘定」として掲記されていたものは、当連結会

計年度より「のれん」と表示しております。 

 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたものは、当連結会計年

度より「のれん償却額」と表示しております。 
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
    1.非連結子会社及び関連会社に関するもの           

  前連結会計年度末   当連結会計年度末
　　　関係会社株式 1,145 1,150
　　　投資その他の資産
      その他（出資金）

    2.有形固定資産の減価償却累計額   32,464 百万円 30,764 百万円

    3.担保資産                     
      借入金に対する担保                     
        　建物及び構築物             21 百万円 86 百万円
        　土　　　　地               155 306
          投資有価証券               341 －

       計 519 392
      同上に対する短期借入金         143 145
      同上に対する長期借入金         84 76
　　　（一年以内返済予定の長期借入金を含む）

    4.有形固定資産に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は、建物及び構築物175百万円、機械
      装置及び運搬具559百万円、計735百万円であります。

    5.保証債務額                     883 百万円 754 百万円

    6.連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした
　　　が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　　　当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

　　　受取手形　　　　　　　 152 百万円

（連結損益計算書関係）
    1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額                 

  前連結会計年度   当連結会計年度
給料手当 5,315 百万円 5,404 百万円
賞与引当金繰入額 1,034 948
退職給付費用 274 259
減価償却費 3,048 2,871
連結調整勘定償却額 169 -
のれん償却額 - 169

    2.販売費及び一般管理費と売上原価に研究開発費は発生しておりません。

    3.固定資産売却益の内訳
建物及び構築物 3 百万円 2,105 百万円
機械装置及び運搬具 3 3
土地 76 222
その他 0 1
       計 83 2,332

    4.固定資産売却損の内訳
建物及び構築物 0 百万円 4 百万円
機械装置及び運搬具 2 0
土地 15 56
その他 0 -
       計 19 61

    5.固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 155 百万円 14 百万円
機械装置及び運搬具 68 20
その他 6 4
       計 231 39

31 30
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    6.減損損失
　　　 当連結会計年度おいて、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　　　　用途 　　　　　種類 　　　　　場所

    7.事業再開発費用は、再開発対象資産の解体撤去費用及び取壊しに伴うテナントの補償金等であり
　　　ます。

（連結株主資本等変動計算書関係）
   当連結会計年度(自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日)
    1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)1. 普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
2.

    2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　　　該当事項はありません。

    3.配当に関する事項
（1）配当金支払額

平成18年6月29日
定時株主総会

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

配当の
原資

平成19年5月14日
取締役会

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
    現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  前連結会計年度末   当連結会計年度末
    　現金及び預金勘定 23,810 百万円 26,822 百万円
  　  預入期間が３ヶ月を超える預金 △ 2,771 △ 13,314
    　現金及び現金同等物 21,038 13,507

113

　なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており
ます。正味売却価額については、重要度の高い資産は不動産鑑定評価に基づく鑑定評価額を、そ
れ以外は固定資産税評価額を基礎に公示価格相当額へ調整を行った額を用いており、使用価値に
ついては、将来キャッシュ・フローを5.88%で割り引いて算定しております。

(決議)

(決議)

普通株式の自己株式の株式数の減少の内訳は、ストックオプション行使による減少113千株及び単
元未満株式の買増し請求による減少0千株であります。

1,698 113

配当金の
総額

(百万円)

864 13

1,589

発行済株式

普通株式(注)1,2

普通株式

4 1,589

1株当たり
配当額
(円)

68,137
68,137
68,137

基準日 効力発生日

平成18年3月31日 平成18年6月30日

自己株式
68,137合計

合計 1,698 4

その他事業資産 建物及び構築物他 神奈川県横浜市西区

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
増加株式数

  当社グループは、減損損失を認識するにあたりエネルギー事業及びその他事業の事業資産につ
いては、主に投資の意思決定単位である支店グループ別に資産のグルーピングを行い、賃貸事業
資産及び遊休資産ついては、物件別にグルーピングを行っております。また、当社の本社及び厚
生施設については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としておりま
す。
  その他事業において、事業の再開発に伴い使用価値の無くなる資産について帳簿価額の全額を
減額し、当該減少額を減損損失（111百万円）として特別損失に計上しております。
　その内訳は、建物及び構築物71百万円、機械装置及び運搬具23百万円、その他15百万円であり
ます。

(単位：千株)

- -
- -

当連結会計年度末
株式数

効力発生日

866 利益剰余金 13 平成19年3月31日 平成19年6月29日

配当金の
総額

(百万円)

1株当たり
配当額
(円)

基準日株式の種類

普通株式

株式の種類

普通株式
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（有価証券関係）

１.その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 差 額 取得原価 差 額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
(1)株式 2,629 8,001 5,372 3,613 8,479 4,865
(2)債券
   ①国債・地方債等 － － － － － －
   ②社債 － － － － － －
   ③その他 － － － － － －
(3)その他 100 100 0 201 204 3

2,729 8,102 5,373 3,814 8,684 4,869
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
(1)株式 522 498 △ 24 697 663 △ 34
(2)債券
   ①国債・地方債等 － － － － － －
   ②社債 － － － － － －
   ③その他 － － － － － －
(3)その他 － － － － － －

522 498 △ 24 697 663 △ 34
3,251 8,600 5,348 4,512 9,348 4,835

(注)減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合にはすべて減損処理を行うこととしており

　　ます。

２.売却したその他有価証券
前連結会計年度（自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日）

94 54 －

当連結会計年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日）

354 49 1

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

(1)満期保有目的の債券
   非上場内国債券 300 300
(2)その他有価証券
   非上場株式 478 478

４.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
前連結会計年度（自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

(1)債券
  ①国債・地方債等 － － － －
  ②社債 － － － －
  ③その他 － 300 － －
(2)その他 － 100 － －

－ 400 － －

当連結会計年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

(1)債券
  ①国債・地方債等 － － － －
  ②社債 － － － －
  ③その他 － 300 － －
(2)その他 100 － － －

100 300 － －

売却損の合計(百万円)

（平成19年3月31日）

合 計

小 計

区 分

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成18年3月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

内 容

合 計

小 計
合 計

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円)

区 分

前連結会計年度
（平成18年3月31日）

当連結会計年度
（平成19年3月31日）

連結決算日にお
ける連結貸借対
照表計上額(百
万円)

連結決算日にお
ける連結貸借対
照表計上額(百

万円)

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

区 分
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（退職給付関係）

  １．採用している退職給付制度の概要
     当社及び大部分の連結子会社は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職
     年金制度を設けております。
     また、一部の連結子会社は退職一時金制度または適格退職年金制度を設けております。

  ２．退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △ 4,321 △ 4,113
②年金資産 2,215 2,205
③未積立退職給付債務（①+②） △ 2,106 △ 1,907
④未認識数理計算上の差異 221 175
⑤連結貸借対照表計上額純額（③+④） △ 1,884 △ 1,731
⑥前払年金費用 - -
⑦退職給付引当金（⑤-⑥） △ 1,884 △ 1,731

(注) 連結子会社の退職給付債務の算定は、簡便法を採用しております。

  ３．退職給付費用に関する事項

①勤務費用 (注) 286 289
②利息費用 37 36
③期待運用収益 △ 20 △ 22
④数理計算上の差異の費用処理額 29 23
⑤退職給付費用（①+②+③+④） 333 326

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上して
おります。

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 2.0% 2.0%
②期待運用収益率 2.0% 2.0%
③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
④その他の退職給付等の計算の基礎に関する事項

過去勤務債務の額の処理年数   1年 1年
数理計算上の差異の処理年数 15年 15年

(単位:百万円）

前連結会計年度
平成18年3月31日現在

(単位:百万円）

当連結会計年度
平成19年3月31日現在

前連結会計年度 当連結会計年度
(自 平成18年4月 1日 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日)  至 平成19年3月31日)

-21-



㈱ミツウロコ（8131）平成19年3月期決算短信

（セグメント情報）

1.

前連結会計年度（自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日）

        セ グ メ ン ト エネルギー賃 貸 消 去
  科  目 事 業事 業 又は全社
Ⅰ
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 121,231 1,499 1,925 124,656        - 124,656
(2) セグメント間の内部売上高 1,185 665 1,384 3,235 (3,235)        -

又は振替高

122,417 2,164 3,309 127,892 (3,235) 124,656
営業費用 119,034 1,227 3,306 123,568 (2,880) 120,687
営業利益 3,382 937 3 4,323 (354) 3,969

Ⅱ

資　　　産 50,883 9,472 4,348 64,704 32,956 97,660
減価償却費 2,803 479 839 4,122 (0) 4,122
減損損失        - 857        - 857 29 887
資本的支出 4,558 466 929 5,955 (206) 5,749

当連結会計年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日）

        セ グ メ ン ト エネルギー賃 貸 消 去
  科  目 事 業事 業 又は全社
Ⅰ
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高 130,139 1,478 2,026 133,644        - 133,644
(2) セグメント間の内部売上高 248 530 1,406 2,184 (2,184)        -

又は振替高

130,387 2,009 3,432 135,828 (2,184) 133,644
営業費用 127,293 1,032 3,375 131,701 (1,830) 129,871
営業利益 3,093 976 56 4,127 (353) 3,773

Ⅱ

資　　　産 51,759 8,655 4,326 64,741 35,887 100,629
減価償却費 2,655 413 786 3,855        - 3,855
減損損失        -        - 111 111        - 111
資本的支出 1,886 13 552 2,452 (93) 2,358

(注)１． (1) 事業区分の方法
当社グループの事業区分の方法は、消費者の用途区分、流通経路等の共通性並びに
社内における経営管理区分に基づき、下記(2)による事業区分としております。

(2) 各事業区分の主要商品並びに営業品目
事業区分 主要商品並びに営業品目

エネルギー事業

賃貸事業 オフィスビル、マンション等不動産の賃貸

その他事業

(3)

ガソリン、軽油、白灯油、ＬＰガス、煉炭、豆炭等及び燃焼用・
厨房用等の住宅設備機器

ボーリング場等スポーツ施設の経営及びリース業並びに飲料水の
製造販売

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月
29日　企業会計基準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場
合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「エネルギー事業」が47百万円、「その他
事業」が14百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

売 上 高 及 び 営 業 損 益

計

資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

事業の種類別セグメント情報

計

売 上 高 及 び 営 業 損 益

資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

(単位:百万円)

(単位:百万円)
そ の 他
事 業

計 連 結

そ の 他
事 業

計 連 結
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(4)

２． 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社
の管理部門（総務・経理・財務・人事部門等）に係る費用であります。

前連結会計年度 354 百万円
当連結会計年度 353 百万円

３． 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社の余剰運用資
金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。

前連結会計年度 32,956 百万円
当連結会計年度 35,887 百万円

４． 事業区分の方法の変更

前連結会計年度（自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日）

エネルギー賃 貸 消 去
事 業事 業 又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益
　 売上高
（1）

（2）

122,029 2,164 3,607 127,801 (3,144) 124,656
　営業費用 118,617 1,227 3,633 123,477 (2,790) 120,687
　営業利益又は営業損失(△) 3,412 937     △25 4,323 (354) 3,969
Ⅱ 資産、減価償却費、減損
　 損失及び資本的支出
   資　　　産 50,883 9,472 4,348 64,704 32,956 97,660
   減価償却費 2,803 479 839 4,122 (0) 4,122
   減損損失        - 857        - 857 29 887
   資本的支出 4,558 466 929 5,955 (206) 5,749

2. 所在地別セグメント情報

3. 海外売上高
当社及び連結子会社において、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにも、海外売上
高がないため海外売上高に関するセグメント情報の記載事項はありません。

       - 124,656

(3,144)        -

2,314 124,656

計

120,843

そ の 他
事 業

計 連 結

前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにも、本邦以外の国または地域に所在する連結
子会社及び在外支店がないため所在地別に関するセグメント情報の記載事項はありません。

当連結会計年度から「役員退職慰労引当金」を計上しております。この変更に伴い、
従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「エネルギー事
業」が67百万円、「その他事業」が11百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少し
ております。

3,144

外部顧客に対する売
上高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,185

1,499

665 1,293

　従来、「飲料水の製造販売」については、「エネルギー事業」に含めておりました
が、当連結会計年度から㈱富士清水を連結範囲に含めることを契機に「エネルギー事
業」の事業内容をより明確にするため、「その他事業」に変更しております。
　なお、前連結会計年度のセグメント情報の「売上高及び営業損益」を、当連結会計
年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のとおりであります。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

　　　は、以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益(百万円) 1,476 2,343

　普通株式に帰属しない金額（百万円） 53 　　　　－

　（うち利益処分による役員賞与金） (53) (－)

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,423 2,343

　普通株式の期中平均株式数（千株） 66,072 66,469

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額(百万円) 　　　　－ 　　　　－

　普通株式増加数（千株） 276 241

　（うち新株予約権） (276) (241)

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

（開示の省略）
　　リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等、税効果会計、関連当事者との
　取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ
　るため開示を省略しております。

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益金額に含めなかっ
た潜在株式の概要

(自 平成17年4月 1日 (自 平成18年4月 1日 

 至 平成18年3月31日)  至 平成19年3月31日)

35円25銭　

35円12銭　

前連結会計年度 当連結会計年度

当連結会計年度

(自 平成18年4月 1日 

 至 平成19年3月31日)

914円47銭　 931円86銭　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

前連結会計年度

(自 平成17年4月 1日

 至 平成18年3月31日)

21円54銭　

21円45銭　

－24－



㈱ミツウロコ（8131）平成19年3月期決算短信

５．財 務 諸 表 等

（１）貸借対照表

期 別

科 目 構成比 構成比

％ ％

Ⅰ流動資産

１． 20,391  22,295  1,904

２． 710  611 △ 98

３． 12,443 12,496 53

４． -  100  100

５． 2,628  2,585 △ 43

６． 37  56  18

７． 40  55  15

８． 545  1,315  769

９． 333 493 160

10． 15 130 114

△ 44 △ 63 △ 19

37,102 42.7  40,078 44.4  2,975

Ⅱ固定資産

１．

(1) 建物 8,215  7,404 △ 810

(2) 構築物 853  817 △ 35

(3) 機械及び装置 4,288  4,546  258

(4) 車輌運搬具 5  3 △ 1

(5) 工具器具及び備品 258  230 △ 28

(6) 土地 10,305 9,951 △ 353

(7) 建設仮勘定 55 157 102

有形固定資産合計 23,981 27.5  23,110 25.6 △ 870

２．無形固定資産

(1) 営業権 2,890  - △ 2,890

(2) のれん -  2,409  2,409

(3) ソフトウェア 534  437 △ 96

(4) 借地権 119 119 -

(5) その他 28  28 △ 0

無形固定資産合計 3,573 4.1  2,994 3.3 △ 578

３．投資その他の資産
(1) 投資有価証券 8,868 9,744 876
(2) 関係会社株式 4,017 4,028 11
(3) 出資金 25 26 1
(4) 関係会社出資金 2 3 0
(5) 長期貸付金 18 12 △ 6
(6) 差入保証金 3,437 4,282 844
(7) 保険積立金 3,349 2,962 △ 386
(8) 長期性預金 2,600 3,600 1,000
(9) 破産・更生等債権 93 75 △ 18

  貸倒引当金 △ 95 △ 76 19
  投資損失引当金 - △ 508 △ 508

投資その他の資産合計 22,317 25.7 24,150 26.7 1,833
固定資産合計 49,872 57.3 50,256 55.6 384

商品

原材料

未収入金

金 額

（資産の部）

その他

(単位：百万円)

当事業年度

（平成19年３月31日） 比 較 増 減

前事業年度

（平成18年３月31日）

  貸倒引当金

金 額

有価証券

現金及び預金

受取手形

売掛金

繰延税金資産

製品

資産合計 3,359100.0

流動資産合計

有形固定資産

86,974 90,334100.0
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期 別

科 目 構成比 構成比
％ ％

Ⅰ流動負債
１．  9,473  10,657  1,184
２．  3,105  - △ 3,105
３．  4,670  4,670  -
４．  278  288  10
５． 729 667 △ 61
６．  1,058  910 △ 148
７．  -  297  297
８． 880 1,208 328
９． 185 115 △ 70
10． 134 124 △ 9
11． 482 445 △ 37
12．  -  40  40
13．  -  85  85
14．  23  25  1
流動負債合計  21,019 24.2  19,535 21.6 △ 1,483

Ⅱ固定負債
１．  -  3,000  3,000
２．  530  432 △ 98
３．  2,570  3,122  551
４．  766  713 △ 53
５．  -  457  457
６． 3,664  3,549 △ 114
７．  741  625 △ 116
固定負債合計  8,272 9.5  11,899 13.2  3,627
負債合計  29,291 33.7  31,435 34.8  2,143

Ⅰ資本金 7,077 8.1 - - △ 7,077
Ⅱ資本剰余金
１. 366 - △ 366

２.
(1) 資本準備金減少差益 5,400 - △ 5,400
(2) 自己株式処分差益 48 - △ 48

資本剰余金合計 5,815 6.7 - - △ 5,815
Ⅲ利益剰余金
１. 1,411 - △ 1,411

２.
(1) 退職積立金 777 - △ 777
(2) 固定資産圧縮積立金 1,496 - △ 1,496
(3) 特別償却準備金 220 - △ 220
(4) 別途積立金 36,321 - △ 36,321

３. 2,407 - △ 2,407

利益剰余金合計 42,634 49.0 - - △ 42,634
Ⅳその他有価証券評価差額金 3,154 3.6 - - △ 3,154
Ⅴ自己株式 △ 999  △1.1 - - 999

57,682 66.3 - - △ 57,682
86,974 100.0 - - △ 86,974

資本合計

（負債の部）

（資本の部）

利益準備金
任意積立金

当期未処分利益

買掛金

社債
長期借入金

資本準備金
その他資本剰余金

一年以内償還予定の社債

短期借入金
一年以内返済予定の長期借入金

比 較 増 減

(単位：百万円)

金 額 金 額

前事業年度
（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）

当事業年度

関係会社事業損失引当金

従業員預り金
賞与引当金

その他

未払消費税等
未払法人税等
未払金

役員賞与引当金

未払費用
前受金

繰延税金負債
退職給付引当金

その他

役員退職慰労引当金
預り保証金

負債資本合計
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期 別

科 目 構成比 構成比
％ ％

Ⅰ株主資本
１．資本金  -      -  7,077 7.8  7,077
２．資本剰余金    
(1) 資本準備金 - 366 366
(2) その他資本剰余金 - 5,455 5,455

-      - 5,821 6.4 5,821
３．利益剰余金    
(1) 利益準備金 - 1,411 1,411
(2) その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 - 1,479 1,479
特別償却準備金 - 124 124
圧縮特別積立金 - 1,103 1,103
別途積立金 - 37,421 37,421
繰越利益剰余金 - 2,538 2,538

-      - 44,078 48.8 44,078
４．自己株式  - △ 932  △1.0 △ 932

株主資本合計  -      -  56,045 62.0  56,045
Ⅱ評価・換算差額等  
１．その他有価証券評価差額金  -      -  2,853 3.2  2,853

評価・換算差額等合計 -      - 2,853 3.2 2,853
 -      -  58,899 65.2  58,899
 -      -  90,334 100.0  90,334

(単位：百万円)

金 額 金 額

前事業年度
（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）

当事業年度

資本剰余金合計

利益剰余金合計

比 較 増 減

負債純資産合計
純資産合計

（純資産の部）
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（２）損益計算書

期別

科目 百分比 百分比 伸度率

％ ％ ％

Ⅰ  117,123 100.0  130,116 100.0  12,992 111.1

Ⅱ  98,523 84.1  105,624 81.2  7,100 107.2

 18,599 15.9  24,491 18.8  5,892 131.7

Ⅲ  14,797 12.7  20,928 16.1  6,131 141.4

 3,801 3.2  3,562 2.7 △ 239 93.7

Ⅳ  685 0.6  776 0.6  90 113.2

 162  254  91
 523  522 △ 0
 

Ⅴ  224 0.2  242 0.2  18 108.3

１.支払利息  127  131  3
２.その他  96  111  14

 

　経常利益  4,263 3.6  4,096 3.1 △ 167 96.1

Ⅵ  131 0.1  2,331 1.8  2,199 1,770.2

１.固定資産売却益  80  2,331  2,251
２.投資有価証券売却益 51  - △ 51

 

Ⅶ  753 0.6  1,701 1.3  948 225.9

１.固定資産売却損 2 58  55
２.固定資産除却損  210  43 △ 167
３.投資有価証券評価損 16  - △ 16
４.投資損失引当金繰入額 -  508  508
５.減損損失  454  79 △ 375
６.事業再開発費用 - 456 456
７.土壌汚染処理対策費 16 24  7
８.関係会社事業損失引当金繰入額  -  105  105
９.役員退職慰労引当金繰入額  -  425  425
10.本社移転関連費用  51  - △ 51

 

　税引前当期純利益  3,642 3.1  4,726 3.6  1,084 129.8

　法人税、住民税及び事業税  1,780 1.5  1,780 1.4  - 100.0

　法人税等調整額 △ 151  △0.1  597 0.4  749 △ 394.1

　当期純利益 2,014 1.7 2,348 1.8  334 116.6

　前期繰越利益 393

　当期未処分利益  2,407

特別損失

 (単位：百万円）

営業外収益

売上高

金 額

当 事 業 年 度

金 額金 額

前 事 業 年 度

至 平成19年３月31日
 自 平成17年４月１日 比 較 増 減

特別利益

売上原価

　売上総利益

販売費及び一般管理費

　営業利益

自 平成18年４月１日 
至 平成18年３月31日

営業外費用

１.受取利息及び配当金
２.その他
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当事業年度　（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

平成18年３月31日　残高 7,077 366 5,448 5,815 1,411 777 1,496 220 36,321 2,407 42,634 △ 999 54,527

事業年度中の変動額

退職積立金の積立（注） 100 △ 100 － －

退職積立金の取崩 △ 877 877 － －

固定資産圧縮積立金の積立（注） 43 △ 43 － －

固定資産圧縮積立金の取崩（注） △ 59 59 － －

特別償却準備金の繰入（注） 24 △ 24 － －

特別償却準備金の取崩（注） △ 120 120 － －

圧縮特別積立金の積立 1,103 △ 1,103 － －

別途積立金の積立（注） 1,100 △ 1,100 － －

剰余金の配当（注） △ 864 △ 864 △ 864

取締役賞与（注） △ 40 △ 40 △ 40

当期純利益 2,348 2,348 2,348

自己株式の取得 △ 4 △ 4

自己株式の処分 6 6 71 77

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 6 6 － △ 777 △ 16 △ 95 1,103 1,100 130 1,443 66 1,517

平成19年３月31日　残高 7,077 366 5,455 5,821 1,411 － 1,479 124 1,103 37,421 2,538 44,078 △ 932 56,045

評価・換算差額等

平成18年３月31日　残高 3,154 3,154 57,682

事業年度中の変動額

退職積立金の積立（注） －

退職積立金の取崩 －

固定資産圧縮積立金の積立（注） －

固定資産圧縮積立金の取崩（注） －

特別償却準備金の繰入（注） －

特別償却準備金の取崩（注） －

圧縮特別積立金の積立 －

別途積立金の積立（注） －

剰余金の配当（注） △ 864

取締役賞与（注） △ 40

当期純利益 2,348

自己株式の取得 △ 4

自己株式の処分 77

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△ 301 △ 301 △ 301

事業年度中の変動額合計 △ 301 △ 301 1,216

平成19年３月31日　残高 2,853 2,853 58,899

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

        なお、固定資産圧縮積立金の取崩のうち29百万円、特別償却準備金の繰入のうち△０百万円、特別償却準備金の取崩のうち64百万円は、当事業年度に発生した金額

　　　　であります。

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

自己
株式

株主
資本
合計

純資産合計

その他
資本
剰余金

特別
償却
準備金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

利益
剰余金
合計

圧縮
特別
積立金

退職
積立金

固定資産
圧縮
積立金

資本金
資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金
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重要な会計方針 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券      － 償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式   － 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの        － 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売 

                                 却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの              －  移動平均法による原価法 
                                        
 

2.デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ  － 時価法 
 
 

3.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商     品 － 移動平均法による低価法 

製     品 － 総平均法による低価法 

原  材  料 － 先入先出法による低価法 
 
 

4.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産        － 定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法)を採用 

しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

無形固定資産        － 定額法を採用しております。 

なお、のれんについては、その支出の効果の及ぶ期間(5年)に基づく定額法を採用し、市場販売目的

のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法と残存有効期間(3年以内)に基づく定額法に

よる償却額とのいずれか大きい金額を計上する方法を採用し、自社利用分のソフトウェアについては、 

社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 
 
 

5.繰延資産の処理方法 

 社 債 発 行 費 － 支出時に全額費用として処理しております。 
 
 

6.引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 － 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

投資損失引当金 － 関係会社への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案して、必要額を計上して

おります。 

          (追加情報) 

          関係会社を取り巻く経営環境の変化を契機に事業計画の見直しを行った結果、実質価額が低下したも

のの回復可能性を勘案し、将来予測が不確実と判断した関係会社株式について、投資損失引当金を計

上することとしました。 

賞 与 引 当 金 － 従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に基づく支払所要額をもって計上 

しております。 

役員賞与引当金 － 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。 

          (会計方針の変更) 

当事業年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣ (企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号)を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ40百万円減少しております。 
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関係会社事業損失引当金  

        － 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資金額を超えて当社が負担することとなる 

損失見込額を計上しております。 

  退職給付引当金 － 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

         なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の 

一定の年数(15年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

役員退職慰労引当金 

－ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。 

          (会計方針の変更) 

役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあること及び役員の在任期間を考慮すると

将来の役員退職慰労金の負担額の重要性が増すことが予想されることから、役員の在任期間にわたっ

て合理的に費用配分することにより期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るため、役員退職慰

労引当金を計上することとしました。 

なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたのは、当事業年度末に役員退職慰労金に関する規程

を見直したことによります。 

この変更により、当事業年度発生額 31 百万円は販売費及び一般管理費に計上し、過年度対応額 425

百万円は特別損失に計上しております。 

この結果、従来の方法に比較して、営業利益及び経常利益はそれぞれ31 百万円減少し、税引前当期

純利益は425百万円減少しております。 

 

7.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 

8. ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法－  金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

( ヘ ッ ジ 手 段 )         ( ヘ ッ ジ 対 象 )  

金利スワップ            有価証券の利息 

ヘ ッ ジ 方 針  －  金利変動の損失可能性を減殺する目的で行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

         －  金利スワップの特例要件に該当する場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから事前、事後の検証は

行っておりません。 
 
 

9. 消費税等の会計処理 

  税抜方式によって処理しております。 
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会計処理方法の変更 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適

用しております。 

   これによる損益に与える影響はありません。 

   なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は58,899百万円であります。 

   財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

    

   (企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号)を適用しております。 
 




